

















































下した。　「我が国の法制においては、 土地上にある物件の所有権は、 土地と独立 て所有権が成立するから、明渡裁決の対象となる土地又は物件上にあるが、収用裁決及び明渡裁決の対象とならなかった動産（以下「目的外動産」という。 ）について所有権が移転すること ない。そうすると、明渡裁決の対象となる土地又は物件上に義務者の目的外動産 あり、このような目的外動産を所有して明渡裁決の対象となる土地又は物件を占有していときに、都道府県知事が明渡裁決について 行政代執行をし、自ら義務者のなすべき行為をした場合、明渡裁決の土地の明渡し又は物件の引渡 を完了するためには、同 等上にあ 目的外動産の占有を排除しなければ、土地の明渡しや物件 引渡しが完了しない。一方、都道府県知事 、このような目的外動産の所有権を取得しない以上、他人の所有する目的外動産を義務者に引き渡すまでは自ら物件を処分できる権限も有 ていないのであるから、行政代執行 ために目的外動産 占有を取得した場合にはこれを保管すべき義務を負う。そして 収用法一〇二条は、本来、目的外動産を収去して土地の明渡し等を行うように義務づけているところ、行政代執行 より、都道府











　「明渡裁決に係る義務者は、 起業者に明渡裁決に係る土地等を引き渡し、又はその対象土地にある占有物件を移転しなければならない義務を負うところ、行政代執行は、明渡裁決に係る義務者の上記義務を執行する作用で り、代執行庁において、起業者に対象土地 引き渡し、又は移転すべき対象土地から除去することをもってその執行 為は終了し都道府県知事がその除去された物件の保管義務を負うものではないと解すべきである。このことは、法上も 代執行庁において、代執行により除去された物件 保管すべき旨 定めた規定が置かれて ないことからも裏付けられる」 。 「これを本件につ みる 、引用に係る原判決 前提事実及び前記認定事実によれば 本件明渡裁決により被控訴人が命じられ
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て終了し、法上、行政庁には土地 渡しの代執行により対象土地上から移転された解体資材、物件等の移転対象物件については保管義務を負担せず 義務者が除却物件の搬入等を拒否する場合には、事務管理（民法七〇二条）として保管する いう見解である。⑵
　






















対象物件の保管義務を認め のか否かにある。事 管理説が、移転対象物件の除去により執行行為が終了すると解 対し、代執行事務説は、相当期間中、信義則を根拠に代執行事務に付随する保管義務を認める。　
しかし、両説の理論的対立にもかかわらず、実務上の代執行
プロセスにおいて、果たしてどれだけの実益のある議論な であろうか。事務管理と構成しても、代執行に付随する事務と構





















その固有の権限に基づいて審判することのできる対象は、裁判所法三条一項にいう 『法律上の争訟』 、 すなわち当事者間の具体的な権利義務ないし法律関係の存否に関する紛争 あって、かつ、それが法令の適用により終局的に解決 が ものに限られる……。国又は地方公共団体が提起した訴訟でて、財産権の主体として自己の財産上の権利利益の保護救済を求めるような場合には、法律上 争訟 当たるというべきであるが、国又は地方公共団体が専ら行政権の主体として国民に対して行政上の義務の履行を求める訴訟は、 規の適用の適正ないし一般公益の保護を目的とするも であって、自己の権利利益の保護救済を目的とするも ということはできないから、法律上の争訟として当然に裁判所の審判の対象と るものではなく、法律に特別の規定があ 場合に限り、提起することが許されるものと解される」 。 「本件訴えは、地方公共団体 ある上告人が本件条例八条に基づく て提起したものであり 原審が確定したところに と 当該義務が上告人の財産的権利に由来するものであるという事情も認められないから、 法律上の争訟に当たらず、 不適法 いうほかはない」と判示している。　
なお、 同最高裁判決に対しては、 「行政上の義務は法令により
公益上の見地から課せられるものであるか 、その とから行政主体ないし行政庁の主観的権利は出てこないのではないか










　「行政権の主体」 と 「財産権の主体」 ・ 「財産的権利に由来する」の区別
　
福井調査官は、 「行政権の主体として国民に対して行政上の義
務の履行を求める訴訟は、法規 適用の適正ないし一般公益の保護を目的とするものであって、自己の主観的な権利利益の保護救済を目的とするもの」 、 「行政上の義務には、法令により直接命じられるもの 、行政庁が法令に基づいて発した行政処分によって命じられるものとがあるが いずれ 場合であっても、行政上の権限は、通常、公益保護 ために認められ いる すぎないのであって、財産的権利に由来する場合を除いては、行政主体がそ 実現について主観 な権利を有するとは解し難い」とす
る（８）
。そして、 「例えば、公営住宅の明渡義務等のよう



































中川教授は、 「財産権の主体として」 について、 判旨が念頭に
置いているのは、国や地方公共団体が誤って交付 た金銭の不

























知事は、起業者の請求により、行政代執行法の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができるとしているところ、本件保管費用は、代執行に要した費用として、国税滞納処分の例により徴収することができる」と述べている。この点、第一審判決は、民法上の所有権を有する起業者の請求により、 福岡県知事は 「自己 権利利益の救済」ではなく、土地収用法に基づく権限により行及びその後の附随事務を行ったと考え、 「地方公共団体が専ら行政権の主体として国民に対して行政上の義務の履行を求める訴訟」と結論づけた かもしれ い。　
あるいは、後掲の昭和四一年最高裁判決（バイパス理論）を
























頁は、 「農業共済組合が組合員 対し 有するこれら債権について、法が一般私法上の債権にみられない特別の取扱いを認めているのは、農業災害に関する共済事業の公共性に鑑み、その事業遂行上必要な財源を確保するためには、農業共済組合が強制加入制のもとにこれに加入する多数の組合員から収納するこれらの金円につき、租税に準ずる簡易迅速な行政上 強制徴収の手段によらしめることが、もつとも適切かつ妥当であるとしたからにほかならな 」 。 「 共済組合が、法律上特にかような
50岡　法（70―１）
五〇





































































































」 と解する見解があり、 つまり、 「行政主体が契































る。そして、本件給水契約が私法上の契約であるがゆえに、義務の不履行について、 地方公共団体が私法上の権原に基づいて、民事訴訟を利用するという構図（還元型司 ）を採用 というのが素直な解釈ではなかろうか。　
これ以外にも、⑷広島地呉支判昭和四五年四月二七日判例時






























































「行政代執行における執行対象 （外） 物件の保管等およびその費用請求の法的根拠 （一） 」 自治研究九五巻一〇 五九 以下による。
（３）
　




『行政代執行の理論と実践』 （ぎょうせい、二〇一五年）二二三頁を根拠にしていることは、裁判長の釈明において明らかにされている（宇那木・前掲注 （１） （上） 五 ） 。
（５）
　






諦弘教授は、 続けて、 「国庫理論を連想させる、 いかにも古めかしい解釈であるとともに あまりにも窮屈な解釈であって、裁判所が社会から期待され いる任務を自ら狭めるもので 法社会に逆行した解釈である 評されよう」としている（同三六三頁） 。なお、曽和俊文『行政法執行システムの法理論』 （有斐閣二〇一一年） 一六八頁注 （
20） 参照。 高木教授も、 「理論的にはあ


















高木光・前掲注 （６） 四六頁。続けて、 「国や地方公共団体は、





























る趣旨か、強制執行を目的とする給付訴訟を無用として訴訟利益を認めない趣旨か必ずしも明らかではない。従って、右判決から直ちに本件各債権につき債権者の確認訴訟の提起の許否を推論できないのはもちろん、その給付訴訟についても、いかなる場合にもこれを認めないとする趣旨を示したものとまでは言い切れない ろう」として る（ 「判解」最高裁判所判例解説民事編・昭和四一年度六八頁） 。
（
18）　
宇那木・前掲注 （１） （上） 一〇六頁も、 「こうした自己の財産上




法との対話」法学教室二五三号一〇五～一〇六頁〔宇賀発言〕 、宇賀克也 『行政 概説Ⅰ・第六版』 （有斐閣、 二〇一七年） 二三二～二三三、 二三七頁参照。
（
20）　
























































かし、原審は、 「地方 治 二二八条二項、三項は、分担金 徴収に関して過料を科する規定を設けることができることを規定し、地方自治法二二九条二項～六項は、分担金の徴収 する処分に対する不服申立てについて規定し、地方自治法二 一条の三第三項は、分担金について、 税の滞納処分の例により処分することができ ことを規定し いるが 地方自治法二二四条が規定する「 」 その賦課や徴収が行政処分として行われたり、分担金の徴収に関 て過料が科され ものに限らず、同 の定義に当たるものは、広く 分担金」に当たるということができ 。したがって、本件給水契約が私法上の
契約と解されることは、廃止負担金が地方自治法二二四条が規定する『分担金』に当たると解することの妨げとなるものではない。そして、本件給水契約が私法上の契約であることからすると、廃止負担金の賦課徴収が行政処分によって行われるものではないから、公定力が認められ、当該行為が取り消されるまで有効なものとして扱われるということもない」 と判示し、 要するに、 「本件廃止負担金が自治法二二四条の分担金には該当すが、二二八条・二二九条の分担金には該 しない」とするもで、 「同じ語句が別の法令においては違う意味で使われることはあっても 同じ法令において違う意味に解釈する は通常ありえません」 （藤原孝洋・古田隆「判批」判例地方自治四三二号六頁）という「不思議」 （高田・前掲一三三頁）な法律論を展開している。
（
33）　

















等およびその費用請求の法的根拠 （ ） 」 自治研究九五巻一二号八七頁注（六九）は、 「この調査費用は、措置命令の内容を具体的にどのように代執行するのかといった内容を含む調査 あり、代執行を実施するために必要な費用の性格も有するものであると解されるから、 代執行費用として請求し得た事例である」とする。
（
38）　
曽和俊文「演習」法学教室二六四号一四五頁。
56岡　法（70―１）
五六
（
39）　
岡田・前掲注 （
23） ・一三五頁。
（
40）　
阿部・前掲注 （
16） ・三二五頁も、 「行政代執行の発動要件の有
無が明らかでないとか、行政代執行が必ずしも有効でないときは、原則的な履行強制手段である民事執行の利用を行政庁に禁ずる理由はない」とする。
（
41）　
なお、神橋一彦「行政法における『義務』の概念・再論」稲
葉馨・亘理格編『藤田宙靖博士東北大学退職記念
　
行政法の思
考様式』 （青林書院、二〇〇八年）二一頁参照。
（
42）　
相互排他的に活用される危険は、民法七〇九条と国賠法一条
の関係も同様であり、同じ結論が得られるのであれば、実務的には大きな違いは無いはずである（塩野Ⅱ三二九頁参照） また、公法上の当事者訴訟や民事訴訟の関係も同様である。
